別紙様式
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：県民生活行政費
	事業名: 人権啓発推進諸費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　環境生活部　人権施策推進課　人権啓発担当　電話番号：058-272-1111（内2443）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11227@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：3,212千円（前年度予算額：2,504千円）
	事業内容


	１　事業の内容


人権啓発関連事務を円滑に推進するために要する経費であり、以下４事業により構成　　(1)人権啓発推進諸費
　　 人権啓発事業に要する調整事務経費
    (2)（財）人権教育啓発推進センター負担金
    (3)人権啓発センター運営費
　　　 人権啓発センターにおいて次の事業を実施
1 人権啓発出前講座 ②人権啓発ﾋﾞﾃﾞｵ等貸出 ③人権相談業務
④人権啓発資料作成・収集⑤人権に関する情報の収集・提供
    (4)人権懇話会費
　　　 人権施策全般についての有識者会議
1 人権懇話会費

人権施策全般についての有識者会議（年２回　２４名）

2 人権施策検討会議費

人権懇話会の下部組織として、有識者、人権関係機関をメンバーとする指針策定専門部会を開催し、人権教育・啓発事業等に反映（年３回　１４名）
	２　所要経費


(1)人権啓発推進諸費　　　　　　　　　　　　　　822千円
(2)(財)人権教育啓発推進センター負担金　　　　　384千円

(3)人権啓発センター運営費　　　　　　　　　　　808千円

(4)人権懇話会費　　　　　　　　　　　　　　　1,198千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅴ　ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり
　２　多様なつながりを持ち、地域を支える力を持った人を育てる

　・人権教育、啓発に総合的に取り組む

	２　これまでの取組状況


・人権課題の解決にむけ、総合的に啓発事業を実施するために、国の専門機関（（財）人権教育啓発推進センター）を活用し、啓発活動を実施した。

・人権施策全般についての有識者会議（人権懇話会）を開催し、人権施策推進指針の策定、指針に基づいた県の人権施策の推進方策の検討等を行った。
・県の人権啓発の拠点として人権啓発センターを設置し、各種啓発活動を実施した。
	３　これまでの取組に対する評価


平成19年度に策定した、岐阜県人権施策推進指針（第一次改定）に基づき、総合的かつ効果的な人権啓発活動を実施することで、県民の人権意識の向上が図られてきた。

しかしながら、最近の社会上情勢においても、学校等におけるいじめ、ＤＶ、児童・高齢者等への虐待、インターネットによる人権侵害など様々な人権問題が発生しており、今後もより一層、人権啓発活動の必要性が高まることから、継続していく必要がある。
	１月２０日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	2,504
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,504

	要求額
	3,212
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,212

	1月20日時点査定額
	3,212
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,212
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